
長崎県市立高等学校臨時支援金補助金実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 県は、高等学校における教育に係る経済的負担の軽減を図り、もって教育の機会均

等に寄与することを目的として、高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成２２年

法律第１８号。以下「法」という。）第３条第２項第３号の規定により高等学校等就学支援

金（以下「就学支援金」という。）が支給されていない生徒に対し授業料相当の教育費を補

助するため、予算の定めるところにより長崎県市立高等学校臨時支援金補助金（以下「補

助金」という。）を交付するものとし、その交付については、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号。）、長崎県補助金等交付規則（昭和 40 年長

崎県規則第 16号。以下「規則」という。）及び長崎県教育委員会関係補助金等交付要綱（平

成 20 年長崎県告示第 522 号。以下「交付要綱」という。）に定めるもののほか、この実施

要綱の定めるところによる。 

 

（補助の対象者） 

第２条 補助の対象は、長崎県市立高等学校に交付決定日が属する年度の４月１日から翌年

３月 31日までに在学した期間があり、次の各号の全ての要件を満たす生徒及び支給対象高

等学校の設置者（以下「設置者」という。）とする。 

 (1) 日本国内に住所を有する者 

 (2) 法第２条に規定する高等学校（修業年限が３年未満のものを除く。（以下「高等学校」

という。））を卒業又は修了していない者 

 (3)  法第３条第２項第２号に該当しない者 

 (4) 法第３条第２項第３号に該当することにより保護者等の経済的負担を軽減する必要 

があると認められなかった者、又はそれに相当するものと認められる者 

(5) 前号の規定は、就学支援金の認定申請又は収入状況届出を行い、当該年度の就学支援

金に不支給の期間がある者とする。 

(6) 長崎県市立学び直し支援金補助金実施要綱に基づく学び直し支援金受給対象となら

ない者 

 

（補助の対象経費及び補助金の額） 

第３条 県は、設置者が高等学校臨時支援金（以下「臨時支援金」という。）を支給する場合

に、予算の範囲内で、臨時支援金の支給に要する費用に相当する額を補助する。 

２ 生徒に支給する臨時支援金の額は、臨時支援金の支給対象となる生徒が在学する高等学

校の授業料の年額に相当する額（その額が別表１の支給限度額を超える場合にあっては、

支給限度額）とする。但し、当該生徒が就学支援金の支給を受ける月の支給額を勘案して

調整を行う場合等を除く。 

３ 事務の執行に必要な経費（以下「事務費」という。）に係る額は、別表２に定める額とす

る。 

４ この補助金は、交付決定日が属する年度の４月１日から翌年３月 31日までの間に要する

経費を対象とする。 

５ 補助金の額は、第２項に定める臨時支援金の額を長崎県市立高等学校に在学する全ての

支給対象者について合算した額及び第３項の設置者の事務の執行に必要な経費に係る額を

合算した額とする。 

 

 



（受給資格の認定） 

第４条 臨時支援金の受給資格の認定にあたっては、臨時支援金の支給を受けようとする生

徒が、長崎県市立高等学校臨時支援金受給資格認定申請書（様式第１号）に高等学校等就

学支援金制度による認定情報等を添付（転学した生徒については就学支援金及び臨時支援

金受給状況報告書（様式第２号）も添付）し、在学する高等学校を経由して別に定める日

までに長崎県教育委員会に提出しなければならない。 

２ 補助金を申請する前に退学、転学又は編入学（以下「転退学」という。）した生徒が補助

金の支給を受けようとする場合は、転退学した高等学校に係る長崎県市立高等学校臨時支

援金受給資格申請書（様式第３号））に高等学校等就学支援金制度による認定情報等を添付

し、当該生徒が転退学をした元の高等学校を経由して別に定める日までに長崎県教育委員

会へ提出しなければならない。 

３ 長崎県教育委員会は、前項の規定による認定申請書の提出があったときは、生徒の受給

資格を審査し、受給資格の認定又は不認定を決定したうえ、設置者に通知するものとする。 

４ 設置者は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかにその結果を様式第４号又は

様式第５号により生徒に通知しなければならない。 

 

 （臨時支援金の代理受領） 

第５条 設置者は、支給対象となる生徒の同意を得たうえで、当該生徒に支給すべき臨時支

援金を当該生徒の授業料に係る債権の弁済に充てることとし、そのことをもって当該生徒

に対し、臨時支援金の支給があったものとする。 

 

（補助金の申請） 

第６条 補助金の申請及び実績報告は、知事に対し、事務費の申請とまとめて、臨時支援金

の対象者である生徒に代わって、設置者が行うこととする。 

 

（申請書に添付すべき書類） 

第７条 規則第４条の規定により申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

 (1) 長崎県市立高等学校臨時支援金補助金事業計画（実績）書（様式第６号） 

 (2) 長崎県市立高等学校臨時支援金交付申請額内訳書（様式第７号） 

 

（交付決定） 

第８条 設置者は、県から交付決定通知書を受領した後、補助対象者である生徒に対して、

長崎県市立高等学校臨時支援金支給決定通知書（様式第８号）により通知する。 

 

（変更申請） 

第９条 規則第 11条第２項第１号に規定する変更承認の申請は、長崎県市立高等学校臨時支

援金補助金変更承認申請書（様式第９号）により行うものとし、添付すべき書類は次のと

おりとする。 

 (1) 長崎県市立高等学校臨時支援金補助金事業計画（実績）書（様式第６号） 

(2) 長崎県市立高等学校臨時支援金変更交付申請額内訳書（様式第 10号） 

 

（変更交付決定） 

第 10条 設置者は、県から変更交付決定通知書を受領した後、臨時支援金の支給額が変更と

なった生徒に対して、長崎県市立高等学校臨時支援金変更支給決定通知書（様式第 11 号）

により通知する。 

  



（実績報告） 

第 11条 交付要綱第６条第１項の規定による実績報告書に添付すべき書類は、次のとおりと

する。 

 (1) 長崎県市立高等学校臨時支援金補助金事業計画（実績）書（様式第６号） 

 (2) 長崎県市立高等学校臨時支援金実績報告額内訳書（様式第 12号） 

 

（確定通知） 

第 12条 設置者は、県から臨時支援金補助金確定通知書を受領した後、補助対象者である生

徒に対して、長崎県市立高等学校臨時支援金支給実績通知書（様式第 13号）により通知す

る。 

 

（補助金の交付） 

第 13条 補助金は概算払により交付することができる。 

２ 交付時期は、原則として 11月及び３月とする。 

３ 補助金の交付の請求は、長崎県市立高等学校臨時支援金補助金交付請求書（様式第 14号）

により行うものとし、交付要綱第７条の規定による交付請求書に添付すべき書類は、長崎

県市立高等学校臨時支援金補助金事業計画（実績）書（様式第６号）とする。 

  

（その他） 

第 14条 この実施要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 （適用） 

 この実施要綱は、令和７年度の予算に係る補助金から適用する。 

 

 

別表１（第３条第２項関係） 

 公立 

定額授業料の場合 

高等学校 

全日制 
118,800 円/年 

 

別表２（第３条第３項関係） 

事務費に相当する額 対象経費 

臨時支援金の受給資格の認定を受けた者の

数に別に定めた額を乗じた額 

時間外勤務手当 

共済費（賃金に係る社会保険料） 

報酬 

旅費 

需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費及び

光熱水費） 

役務費（通信運搬費、保管料及び手数料） 

委託料 

使用料及び賃借料 

 

 


